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構造改革特別区域計画 

  

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

     千葉県 

 

２ 構造改革特別区域の名称 

ちばｅビジネス振興・ＩＴ基盤人材育成特区 

   

３ 構造改革特別区域の範囲 

    千葉県の全域 

 

４ 構造改革特別区域の特性 

千葉県は、首都圏の東側に位置し、太平洋に突き出た半島になっており、その北西は

東京都と埼玉県に接している。千葉県は600万人を超える人口を擁し、平均年齢は40.3

歳と全国で６番目に若い県である（平成12年国勢調査）。 

千葉県では、平成12年12月、21世紀初頭の情報通信技術（ＩＴ）の発展とそれを取り

巻く社会の動向を見通し（概ね10年間を想定）、情報化の取組みに関する基本的な方針

として「千葉県情報化構想」を策定した。 

さらに、平成 16 年 6 月には「千葉県情報化推進アクションプログラム」を策定し、 

県民生活分野、各種産業分野及び行政分野におけるＩＴの積極的な活用、県民の情報

利活用能力の向上、情報通信環境の整備という５つ施策分野における、目標と施策展

開を示し、県の情報化に向けた具体的な取組みの全体像を明らかにした。本プログラ

ムでは、情報化による産業の振興（地域産業の振興）に関して、幕張新都心などへの

ＩＴ関連産業の集積促進による新たな事業の創出とともに、県内ベンチャー企業、中

小企業のＩＴ化への支援など様々なニーズに対応する支援策を整備することにより、

県内での創業の促進、受注機会の拡大等を図ることを目標に掲げている。また、情報

利活用能力の向上（人づくりの推進）に関しては 学校教育だけでなく、職業教育に

おいても、ＩＴに関する教育・訓練を実施することにより、雇用に対応した就業支援

や人材育成を図り、就業機会の拡充を目指すとしている。 

しかし、千葉県内のソフト系ＩＴ業界は、受発注両面において東京の影響が強いため、

大手ベンダー依存体質の中で独自性の発揮が遅れ、経営基盤、技術基盤とも弱体な状況
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にある中小ＩＴ企業が多い。全国地域情報産業団体連合会が平成16年２月に実施した

「地域ＩＴ企業人材育成実態調査」によれば、全国的に、ＩＴ人材は質・量とも不足し

ているとする企業が多いが、特に質的充足面で不足している（図表１）。また、ＩＴ人

材育成に関わる担当者も不足している状況で、規模の小さな企業ほどこの傾向が強い

（図表２）。 

 

 

 

 

 

出典：「地域ＩＴ人材企業人材育成実態調査」（全国地域情報産業団体連合会、１６年２月） 

一方、本県でも雇用情勢、特に若年者雇用は厳しい状況にあるが、これは、単なる

図表１ 

図表２ 
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景気循環によるものではなく、ＩＴ化をはじめとして産業構造が激変する中で経済・

社会が求める人材も大きく変わりつつあるにもかかわらず、人材育成面で十分な対応

が図られていないこと（雇用のミスマッチ）に原因がある。したがって、情報化によ

る産業振興や雇用のミスマッチ解消のためには、企業ニーズに対応した質の高いＩＴ

人材を確保・育成することが非常に重要である。 

また、中長期的には、人口減少社会の到来は、若年者労働力の不足を招くことが予

想され、現在でも不足しているＩＴ人材の育成・確保は一層重要な課題となっていく

と考えられる。 

本特区で特例措置を導入する「初級システムアドミニストレータ試験」や「基本情

報技術者試験」は、いわばＩＴ分野へ進むための入場券であり、将来、テクニカルエ

ンジニアや上級システムアドミニストレータなどの質の高いＩＴ人材育成につなげて

いくためにも、取得が不可欠なＩＴ資格である。したがって、この資格取得者の増加

は、ＩＴ人材の裾野を広げ、産業界が求める質の高いＩＴ人材の確保・育成を意味し

ている。 

 

５ 構造改革特別区域計画の意義 

このように、今後、千葉県でもＩＴの発展を背景に、高度な情報処理技術を備えた

ＩＴ人材を育成することの重要性がますます高まってくるといえる。 

こうした時代の要請に応え、質・量ともに充実したＩＴ人材を育成するためには、

「初級システムアドミニストレータ試験」や「基本情報技術者試験」等の情報処理技

術者試験の取得を奨励・促進させていくことが必要である。 

これらの試験は、情報処理技術者試験の体系において入門的な試験のため、資格取

得のためには、コンピュータに関する基礎知識のみならず、経営管理、情報化戦略、

財務会計・管理会計、著作権等の関連法規まで広範な範囲を効率的に学習することが

求められる。特例措置の導入により、認定講座と修了試験を実施する専門学校や株式

会社は、カリキュラムから習熟度を測定する試験まで一貫した運営を行えるため、広

範な教育内容をこれまで以上に体系化し、実務面を重視したきめ細かな指導が可能と

なる。そのため、受講する学習者は、広範で基礎的な知識を体系的かつ効率的に学習

していくことが可能となる。 

また、当試験の午前試験は択一式問題であるため、学習者によっては断片的な知識

取得を偏重する弊害があったが、午前試験免除により、学習者は体系的な基礎知識の
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上に、より応用力を重視した技術の習得が可能となる。こうした体系的な基礎知識と

応用力を得たＩＴスペシャリストを目指す若者たちの増加は、中長期的にみれば高度

のＩＴ人材の輩出に繋がっていく。 

一方、本県の情報化に向けた中長期的な取り組みの全体像を明らかにした「千葉県

情報化推進アクションプログラム」においては、情報化による地域産業の振興を主要

施策の１つとして掲げている。情報化の進展は、新たなビジネスの創出を促進するが、

新たな事業を実際に展開するためには、そのための環境整備や継続的な支援を行う体

制が必要であり、本県はこの点を推し進めている。 

したがって、本計画は、こうした県が進める情報化による地域産業の振興策とあい

まって、当該試験の受験者数や合格率を向上させ、ＩＴ人材の裾野を広げるとともに、

将来的には高度なＩＴ人材育成とＩＴ関連産業の振興に寄与するものと期待できる。 

 

６ 構造改革特別区域計画の目標 

（１）企業ニーズに即した職業能力の開発（ＩＴ資格取得の促進） 

本特区では、当該試験の合格率や合格者数を向上させＩＴ資格の取得を促進するこ

とにより、若年者を中心として企業ニーズに即した職業能力の開発を目指していく。 

前述のようにＩＴ人材は質量とも不足しているとする企業が多く、初級システムア

ドミニストレータや基本情報技術者試験の資格取得は、ＩＴ関連企業への就職には必

須、その他の業種でも企業側のニーズが高いことから就職面で非常に有利とされてい

る。 

今回の特例措置となる午前試験の免除により、受験者は、専門学校での効率的で体

系的な学習が可能となる上、午後に実施される実務的な分野の試験に集中できること

から合格率向上や合格者の増大が見込まれる。また、特例措置となる午前試験の免除

により受験者の本番試験の負担が軽減されることから、県内の大学の学生や就業者の

資格取得を促進することが見込まれる。 

 

（２）将来のＩＴ関連産業の担い手となり得る高度な人材育成 

本資格はＩＴ分野へ進むための入場券であり、資格取得者の増加は、ＩＴ人材の裾

野を広げる。将来的には、ＩＴ関連産業の担い手となりうる、高度ＩＴ人材の育成を

目指す。 

特例措置により当該試験の合格率や合格者数が向上することから、これまで東京に
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流出していたＩＴ化人材の候補者となる学生が、県内の高等教育機関に留まることが

見込まれるほか、県内や隣接する都県からも学生が志望してくることが見込まれる。

その結果、多くの学生が互いに切磋琢磨し、ＩＴ人材としての能力や情報リテラシー

を向上させ、多数の優秀なＩＴ人材の輩出が可能となる。 

 

（３）産業の情報化・ＩＴ関連産業の集積による「千葉県情報化推進アクションプログラ

ム」の目標の実現 

本県では、「千葉県情報化推進アクションプログラム」において、ＩＴ関連産業の集

積と振興、創業の促進を目標の１つとして掲げている。 

本特区計画によって若年のＩＴ人材を多数輩出することは、ＩＴ関連産業のみなら

ず地域産業全体において、ＩＴスキルをもつ人材の確保を容易にする。これにより、

企業の競争力が高まり、産業の情報化やＩＴ関連産業の集積が促進される。 

他方、県では、県内の中小企業やベンチャー企業等を対象とする支援情報や、県内

ＩＴ企業が有する得意分野等をデータベース化することで、地域産業の支援を行って

いる。これらの施策が本特区計画と連動することで、地域経済の活性化が進み、「千葉

県情報化推進アクションプログラム」における目標を達成することが可能となる。 

 

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果 

（１）若年者の雇用促進 

本計画を実施することにより、「初級システムアドミニストレータ試験」及び「基本

情報技術者試験」の受験者数、合格率及び合格者数が増加することが予想される。 

これによって、これまで東京に流出していた優秀なＩＴ人材の候補者となる学生が、

県内の高等教育機関等に留まる結果となり、他方、県内の各地域や隣接する都県から

の学生の流入も促進される。 

その結果、将来の高度ＩＴ人材となり得る若年層が県内に流入することとなり、専

門学校の卒業後や株式会社での受講後、引き続き県内において、将来の高度ＩＴ技術

者の候補者として、また、あらゆる産業においてＩＴ化を進める上での牽引者として

活躍していくことが期待される。これは、本地域における若年者の雇用促進を進めて

いく上での重要な役割を果たすこととなる。 

 

（２）ＩＴ関連産業の振興とその他の産業のＩＴ化 
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本特例措置を講ずることにより、ＩＴ関連産業を中心とした各産業において、各企

業の求める高度なＩＴスキルを有する人材の確保が促進される。のみならず、一般の

就業者の情報リテラシー向上を図ることができ、各企業内におけるＩＴの利活用を高

めることが期待できる。その結果、各企業内において事務作業のスピード化や業務の

効率化・改善等が進み、低コストで良質な商品・サービスを提供しやすい環境が実現

されることとなる。 

また、これまでＩＴ化が進んでいない企業においても、今後、新たな事業分野の開

拓や新商品開発を行う場合等には、あらゆるＩＴ需要に対応することが必要とされる。

そのため、ＩＴ関連産業はもとよりその他の産業においても、ＩＴスキルを有する人

材が求められ、結果として、各企業にとっては生産性や商品・サービスの質の向上へ

と繋がる。これにより、ＩＴ関連産業を中心としたあらゆる県内産業の振興へ貢献す

ることが期待できる。 

 

８ 特定事業の名称 

1131(1143、1145) 修了者に対する初級システムアドミニストレータ試験の午前試験を

免除する講座開設事業 

1132(1144、1146) 修了者に対する基本情報技術者試験の午前試験を免除する講座開設

事業 

 

９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業に関連す

る事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団体が必要と認める事項 

（１）千葉県情報化推進アクションプログラム（抜粋） 

① ＩＴ関連産業の集積と振興、創業の促進 

   ・ 幕張新都心へのＩＴ関連産業の集積促進による産業クラスターの形成、ＩＴ関連

企業や学術機関等との連携による共同研究等により、新たな事業の創出を促進する。 

   ・ 県内のベンチャー企業、創業者への企業の成長過程に見合った支援、中小企業の

ＩＴ化への支援等、様々なニーズに対応する支援策を整備することにより、県内で

の創業の促進、受注機会の拡大等、本県経済の活性化を図る。 

 

② 学校教育・職業教育における情報リテラシーの向上 

   ・ 教育用コンピュータの整備等、情報通信基盤を整備し、情報教育や学習の情報化
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を充実させ、児童生徒に情報化の進展に主体的に対応できる能力を育成する教育を

目指す。 

   ・ 職業能力開発機関において、ＩＴに関する教育・訓練を実施することにより、雇

用に対応した就業支援や人材育成を図り、就業機会の拡充を目指す。 

   

  ③ 情報通信基盤の整備促進 

   ・ 県内すべての地域において、インターネットのブロードバンドサービスが実現す

ることを目指し、市町村、民間通信事業者等との役割分担と連携のもと、県内情報

通信基盤の充実を図る。 

   ・ ＩＴ社会に対応した県民サービスの提供と行政事務の効率化を図るため、県行政

における情報通信基盤の整備を一層推進する。 

 

（２）社団法人千葉県情報サービス産業協会（略称 ＣＨＩＳＡ）が主体となって行う事業 

 千葉県は、ＣＨＩＳＡと緊密な連携・協力を実施していく。 

① ＩＴプロジェクトマネジメント研修 

   ・ 県内ＩＴ企業のプロジェクト遂行・管理能力の向上を図るため、プロジェク

ト管理の基礎や、代表的なプロジェクト管理手法であるＷＢＳ（注１）やＥＶＭ

（注２）に関する研修を実施する。 

      （注１）Work Breakdown Structure の略。プロジェクトマネジメントで計画を立てる際に

用いられる手法の一つで、プロジェクト全体を細かい作業に分割した構成図。 

      （注２）Earned Value Management の略。開発プロジェクトのコストやスケジュールなどの

各作業を金銭的な価値に置き換えて、総コストや予定のズレを測定・修正するために、

定量的に分析、管理するための手法。 

  

 ② 経営者セミナー 

   ・ 県内の中小企業経営者等を対象に、情報システムの導入や戦略的活用等に関する

セミナーを開催する。 

  

  ③ 技術研修会 

・ 初級・中級の IT 技術者を対象に、Jａｖａ導入技術、ＬＡＮシステム設計手

法、Ｗｅｂアプリケーション開発技術等に関する技術研修会を実施する。 

 



 

 

別紙１    

 

１ 特定事業の名称 

番号 １１３１（１１４３、１１４５） 

名称 修了者に対する初級システムアドミニストレータ試験の午前試験を免除する講

座開設事業 

 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

（１）講座の開設者 

  ① ＣＩＷ併用コース 

学校法人 秋葉学園  

   千葉情報経理専門学校 （千葉県千葉市中央区新宿２－５－２） 

 

    学校法人 国際理工専門学校 

国際理工専門学校 （千葉県千葉市稲毛区穴川３－８－１１） 

 

  ② 情報処理活用能力検定（Ｊ検）併用コース 

    学校法人 三橋学園 

     船橋情報ビジネス専門学校（千葉県船橋市本町７－１２－１６） 

 

（２）修了認定に係る試験の提供者 

  ① ＣＩＷ併用コース 

    任意団体 日本ＣＩＷ普及育成協議会（ＪＡＣＣ） 

（東京都中央区京橋１－１１－８ 西銀ビル５Ｆ） 

 

  ② 情報処理活用能力検定（Ｊ検）併用コース 

    財団法人 専修学校教育振興会 

     （東京都千代田区九段北４－２－２５ 私学会館内） 

 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 

構造改革特別区域計画の認定を受けた日 

 

４ 特定事業の内容 

（１）経済産業大臣が告示で定める履修項目に応じた履修計画 

  ① ＣＩＷ併用コース 

学校法人 秋葉学園 千葉情報経理専門学校  

初級システムアドミニストレータ試験講座（ＣＩＷ併用コース） 

                         別添資料１のとおり 

 

学校法人 国際理工専門学校 国際理工専門学校  

初級システムアドミニストレータ試験講座（ＣＩＷ併用コース） 

                         別添資料２のとおり 

 

   認定講座の運営に当たって、履修内容の詳細について経済産業大臣もしくは独立

行政法人情報処理推進機構に相談を行い、助言があった場合には対応することとす

る。 



 

 

   具体的には、当該認定講座の運営者は、日本ＣＩＷ普及育成協議会とともに、責

任をもって講座開設に向けての準備を進め、開設後も受講者に対し誠実に対応して

いく。 

 

② 情報処理活用能力検定（Ｊ検）併用コース 

学校法人 三橋学園 船橋情報ビジネス専門学校  

初級システムアドミニストレータ試験講座Ａコース（Ｊ検併用コース） 

 ＩＴエンジニア科、情報処理科          別添資料３のとおり 

 

   認定講座の運営に当たって、履修内容の詳細について経済産業大臣もしくは独立

行政法人情報処理推進機構に相談を行い、助言があった場合には対応することとす

る。 

   具体的には、当該認定講座の運営者は、財団法人専修学校教育振興会とともに、

責任をもって講座開設に向けての準備を進め、開設後も受講者に対し誠実に対応し

ていく。 

 

（２）修了認定の基準 

  ① ＣＩＷ併用コース 

第一号及び第二号を満たした者について修了を認定する。ただし、修了認定に係

る試験の試験問題が、独立行政法人情報処理推進機構の審査の結果、適切であると

認められなかった場合は、第三号を満たした者について修了を認定する。 

    一．民間資格試験「ＣＩＷファンデーション」試験を受験し、これに合格するこ

とによって認定される「ＣＩＷアソシエイト」資格を取得すること 

    二．当該認定講座（別添資料１及び２）の３分の２以上の出席率をもって履修後、

日本ＣＩＷ普及育成協議会が作成した問題による修了認定に係る試験を受験

し、日本ＣＩＷ普及育成協議会の定める合格基準に達すること 

    三．当該認定講座（別添資料１及び２）の３分の２以上の出席率をもって履修後、

独立行政法人情報処理推進機構が提供する問題による修了認定に係る試験を

受験し、独立行政法人情報処理推進機構の定める合格基準に達すること 

    

② 情報処理活用能力検定（Ｊ検）併用コース 

第一号及び第二号を満たした者について修了を認定する。ただし、修了認定に係

る試験の試験問題が、独立行政法人情報処理推進機構の審査の結果、適切であると

認められなかった場合は、第三号を満たした者について修了を認定する。 

    一．民間資格試験「情報処理活用能力検定 情報活用試験１級」を受験し、これ

に合格すること 

    二．当該認定講座（別添資料３）の３分の２以上の出席率をもって履修後、財団

法人専修学校教育振興会が作成した問題による修了認定に係る試験を受験し、

財団法人専修学校教育振興会の定める合格基準に達すること 

    三．当該認定講座（別添資料３）の３分の２以上の出席率をもって履修後、独立

行政法人情報処理推進機構が提供する問題による修了認定に係る試験を受験

し、独立行政法人情報処理推進機構の定める合格基準に達すること 

 

（３）修了認定に係る試験の実施方法 

  ① ＣＩＷ併用コース 

 修了認定に係る試験問題は、日本ＣＩＷ普及育成協議会が作成したもののうち、



 

 

独立行政法人情報処理推進機構の審査を受け、適切であると認められたものを使

用する。当該審査に関し、日本ＣＩＷ普及育成協議会は、修了認定に係る試験問

題の提供者として責任をもって対応する。ただし、当該審査の結果、適切である

と認められなかった場合は、独立行政法人情報処理推進機構が提供する問題を利

用する。 

 修了認定に係る試験の実施日については、当該認定講座の運営者が指定する。 
 修了認定に係る試験会場は、特別区域内に当該認定講座の運営者が指定する施設
とする。 

 修了認定に係る試験の採点事務は、日本ＣＩＷ普及育成協議会が行うものとする。
ただし、日本ＣＩＷ普及育成協議会が認めた場合にあっては、この事務を指定し

た者に代行させることができる。 

 当該認定講座の修了を認めた者の氏名、生年月日及び試験結果については、当該
民間資格の取得を証する写しと併せて、当該認定講座の運営者が独立行政法人情

報処理推進機構に通知するものとする。 

 

② 情報処理活用能力検定（Ｊ検）併用コース 

 修了認定に係る試験問題は、財団法人専修学校教育振興会が作成したもののうち、
独立行政法人情報処理推進機構の審査を受け、適切であると認められたものを使

用する。当該審査に関し、財団法人専修学校教育振興会は、修了認定に係る試験

問題の提供者として責任をもって対応する。ただし、当該審査の結果、適切であ

ると認められなかった場合は、独立行政法人情報処理推進機構が提供する問題を

利用する。 

 修了認定に係る試験の実施日については、当該認定講座の運営者が指定する。た
だし、独立行政法人情報処理推進機構が提供する問題を利用する場合は、独立行

政法人情報処理推進機構が指定する。 

 修了認定に係る試験の実施回数については、当該認定講座の履修後２回までとす
る。 

 修了認定に係る試験会場は、特別区域内に当該認定講座の運営者が指定する施設
とする。 

 修了認定に係る試験の採点事務は、財団法人専修学校教育振興会が行うものとす
る。ただし、財団法人専修学校教育振興会が認めた場合にあっては、この事務を

指定した者に代行させることができる。また、独立行政法人情報処理推進機構が

提供する問題を利用する場合は、当該認定講座の運営者が行う。 

 当該認定講座の修了を認めた者の氏名、生年月日及び試験結果については、当該
民間資格の取得を証する写しと併せて、当該認定講座の運営者が独立行政法人情

報処理推進機構に通知するものとする。 

 

（４）経済産業大臣が告示で定める民間資格の名称及びその試験項目 

  ① ＣＩＷ併用コース 

  名  称  ＣＩＷアソシエイト   

  試験科目  ＣＩＷファンデーション 

  試験項目 

分  野 項  目 

(Ａ) インターネットの概論 １ インターネット・コンセプト 

  ２ インターネット・インフラ 

（Ｂ） インターネットの利用 １ Web コンセプト 



 

 

  ２ Web サービスの利用 

  ３ データ・リサーチ 

（Ｃ） インターネットのメディア １ オブジェクト・データ 

（Ｄ） セキュリティの技術 １ セキュリティ・リテラシー 

  ２ セキュリティ・マネジメント 

  ３ セキュリティ・テクノロジー 

  ４ ファイアウォール 

（Ｅ） e ビジネスの設計 １ eコマース 

  ２ マネジメント・ナレッジ 

（Ｆ） ネットワークの基礎 １ ネットワーク・コンセプト 

  ２ ネットワーク・アーキテクチャ

（Ｇ） ネットワークの設計 １ ネットワーク・コンポーネント

  ２ ネットワーク・テクノロジー 

（Ｈ） インターネットワーキング １
インターネット・アーキテクチ

ャ 

  ２ ネットワーク・デザイン 

  ３ ネットワーク・マネジメント 

（Ｉ） 
インターネットサービスの構

成 
１ サービス・コンポーネントⅠ 

  ２ サービス・コンポーネントⅡ 

  ３ サービス・コンポーネントⅢ 

（Ｊ） システムの開発 １ サーバサイド・スクリプト 

  ２ データベース 

（Ｋ） サイト開発の基礎 １ サイトデザイン・コンセプト 

  ２ HTML 

（Ｌ） サイト開発の実践 １ HTML コーディングⅠ 

  ２ HTML コーディングⅡ 

  ３ HTML コーディングⅢ 

  ４ HTML コーディングⅣ 

（Ｍ） サイト開発の応用 １ ツールの使用 

  ２ 拡張言語テクノロジーⅠ 

  ３ 拡張言語テクノロジーⅡ 

 

  当該民間資格試験に使用する言語 日本語 

当該試験事業が開始された日   平成 13 年６月  

 

② 情報処理活用能力検定（Ｊ検）併用コース 

名  称  情報処理活用能力検定（情報活用試験１級）  

  試験科目  情報処理活用能力検定（情報活用試験１級） 

  試験項目 

分  野 項  目 

(1) データと情報 

(2) 情報の表現方法 

情報と情報の利用 

(3) 情報の活用、情報処理の手順 



 

 

(4) 情報の収集と発信 

(5) 情報の管理 

(1) パソコンシステムとその環境 

(2) オペレーティングシステム 

(3) ファイルシステム 

パソコンを利用したシステム 

(4) パソコン関連機器とインター

フェース 

(1) 情報通信ネットワークの概要 

(2) インターネットを利用するた

めに必要な機器とソフトウェ

ア 

(3) モバイルコンピューティング 

ネットワークの利用 

(4) ネットワーク上のパソコンの

管理 

(1) 情報ネットワーク社会に関す

る用語・知識 

(2) 社会におけるコンピュータの

利用 

情報ネットワーク社会への対応 

(3) 知的財産権 

(1) ネットワークセキュリティ 情報セキュリティ 

(2) コンピュータセキュリティ 

  

 当該民間資格試験に使用する言語 日本語 

当該試験事業が開始された日   平成６年６月  

 

５ 当該規制の特例措置の内容 

本特例措置は、内閣総理大臣の認定を受けた特別区域内において開設される講座の

修了を認められた者が、当該認定講座の修了を認められた日から１年以内に、初級シ

ステムアドミニストレータ試験を受験する場合には、情報処理技術者試験規則別表に

掲げる当該試験に係る試験の科目のうち第１号に規定する情報処理システムに関する

基礎知識及び第２号に規定する情報処理システムの活用に関する共通的知識を免除す

るものである。  



別紙２    

 

１ 特定事業の名称 

番号 １１３２（１１４４、１１４６） 

名称 修了者に対する基本情報技術者試験の午前試験を免除する講座開設事業 

 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

（１）講座の開設者 

  ① ＣＩＷ併用コース 

学校法人 秋葉学園  

   千葉情報経理専門学校 （千葉県千葉市中央区新宿２－５－２） 

 

    学校法人 国際理工専門学校 

国際理工専門学校 （千葉県千葉市稲毛区穴川３－８－１１） 

 

  ② 情報処理活用能力検定（Ｊ検）併用コース 

    学校法人 三橋学園 

     船橋情報ビジネス専門学校（千葉県船橋市本町７－１２－１６） 

 

（２）修了認定に係る試験の提供者 

  ① ＣＩＷ併用コース 

    任意団体 日本ＣＩＷ普及育成協議会（ＪＡＣＣ） 

（東京都中央区京橋１－１１－８ 西銀ビル５Ｆ） 

 

  ② 情報処理活用能力検定（Ｊ検）併用コース 

    財団法人 専修学校教育振興会 

     （東京都千代田区九段北４－２－２５ 私学会館内） 

 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 

構造改革特別区域計画の認定を受けた日 

 

４ 特定事業の内容 

（１）経済産業大臣が告示で定める履修項目に応じた履修計画 

  ① ＣＩＷ併用コース 

学校法人 秋葉学園 千葉情報経理専門学校  

基本情報技術者試験講座（ＣＩＷ併用コース） 

                         別添資料４のとおり 

 

学校法人 国際理工専門学校 国際理工専門学校  

基本情報技術者試験講座（ＣＩＷ併用コース） 

                         別添資料５のとおり 

 

   認定講座の運営に当たって、履修内容の詳細について経済産業大臣もしくは独立

行政法人情報処理推進機構に相談を行い、助言があった場合には対応することとす

る。 

   具体的には、当該認定講座の運営者は、日本ＣＩＷ普及育成協議会とともに、責



任をもって講座開設に向けての準備を進め、開設後も受講者に対し誠実に対応して

いく。 

 

② 情報処理活用能力検定（Ｊ検）併用コース 

学校法人 三橋学園 船橋情報ビジネス専門学校  

基本情報技術者試験講座Ａコース（Ｊ検併用コース） 

 ＩＴエンジニア科、情報処理科          別添資料６のとおり 

 

   認定講座の運営に当たって、履修内容の詳細について経済産業大臣もしくは独立

行政法人情報処理推進機構に相談を行い、助言があった場合には対応することとす

る。 

   具体的には、当該認定講座の運営者は、財団法人専修学校教育振興会とともに、

責任をもって講座開設に向けての準備を進め、開設後も受講者に対し誠実に対応し

ていく。 

 

（２）修了認定の基準 

  ① ＣＩＷ併用コース 

第一号及び第二号を満たした者について修了を認定する。ただし、修了認定に係

る試験の試験問題が、独立行政法人情報処理推進機構の審査の結果、適切であると

認めらなかった場合は、第三号を満たした者について修了を認定する。 

    一．民間資格試験「ＣＩＷファンデーション」試験を受験し、これに合格するこ

とによって認定される「ＣＩＷアソシエイト」資格を取得すること 

    二．当該認定講座（別添資料４及び５）の３分の２以上の出席率をもって履修後、

日本ＣＩＷ普及育成協議会が作成した問題による修了認定に係る試験を受験

し、日本ＣＩＷ普及育成協議会の定める合格基準に達すること 

    三．当該認定講座（別添資料４及び５）の３分の２以上の出席率をもって履修後、

独立行政法人情報処理推進機構が提供する問題による修了認定に係る試験を

受験し、独立行政法人情報処理推進機構の定める合格基準に達すること 

    

② 情報処理活用能力検定（Ｊ検）併用コース 

第一号及び第二号を満たした者について修了を認定する。ただし、修了認定に係

る試験の試験問題が、独立行政法人情報処理推進機構の審査の結果、適切であると

認めらなかった場合は、第三号を満たした者について修了を認定する。 

    一．民間資格試験「情報処理活用能力検定 基本スキル試験」を受験し、これに

合格すること 

    二．当該認定講座（別添資料６）の３分の２以上の出席率をもって履修後、財団

法人専修学校教育振興会が作成した問題による修了認定に係る試験を受験し、

財団法人専修学校教育振興会の定める合格基準に達すること 

    三．当該認定講座（別添資料６）の３分の２以上の出席率をもって履修後、独立

行政法人情報処理推進機構が提供する問題による修了認定に係る試験を受験

し、独立行政法人情報処理推進機構の定める合格基準に達すること 

 

（３）修了認定に係る試験の実施方法 

  ① ＣＩＷ併用コース 

 修了認定に係る試験問題は、日本ＣＩＷ普及育成協議会が作成したもののうち、
独立行政法人情報処理推進機構の審査を受け、適切であると認められたものを使



用する。当該審査に関し、日本ＣＩＷ普及育成協議会は、修了認定に係る試験問

題の提供者として責任をもって対応する。ただし、当該審査の結果、適切である

と認められなかった場合は、独立行政法人情報処理推進機構が提供する問題を利

用する。 

 修了認定に係る試験の実施日については、当該認定講座の運営者が指定する。 
 修了認定に係る試験会場は、特別区域内に当該認定講座の運営者が指定する施設
とする。 

 修了認定に係る試験の採点事務は、日本ＣＩＷ普及育成協議会が行うものとする。
ただし、日本ＣＩＷ普及育成協議会が認めた場合にあっては、この事務を指定し

た者に代行させることができる。 

 当該認定講座の修了を認めた者の氏名、生年月日及び試験結果については、当該
民間資格の取得を証する写しと併せて、当該認定講座の運営者が独立行政法人情

報処理推進機構に通知するものとする。 

 

② 情報処理活用能力検定（Ｊ検）併用コース 

 修了認定に係る試験問題は、財団法人専修学校教育振興会が作成したもののうち、
独立行政法人情報処理推進機構の審査を受け、適切であると認められたものを使

用する。当該審査に関し、財団法人専修学校教育振興会は、修了認定に係る試験

問題の提供者として責任をもって対応する。ただし、当該審査の結果、適切であ

ると認められなかった場合は、独立行政法人情報処理推進機構が提供する問題を

利用する。 

 修了認定に係る試験の実施日については、当該認定講座の運営者が指定する。た
だし、独立行政法人情報処理推進機構が提供する問題を利用する場合は、独立行

政法人情報処理推進機構が指定する。 

 修了認定に係る試験の実施回数については、当該認定講座の履修後２回までとす
る。 

 修了認定に係る試験会場は、特別区域内に当該認定講座の運営者が指定する施設
とする。 

 修了認定に係る試験の採点事務は、財団法人専修学校教育振興会が行うものとす
る。ただし、財団法人専修学校教育振興会が認めた場合にあっては、この事務を

指定した者に代行させることができる。また、独立行政法人情報処理推進機構が

提供する問題を利用する場合は、当該認定講座の運営者が行う。 

 当該認定講座の修了を認めた者の氏名、生年月日及び試験結果については、当該
民間資格の取得を証する写しと併せて、当該認定講座の運営者が独立行政法人情

報処理推進機構に通知するものとする。 

 

 

（４）経済産業大臣が告示で定める民間資格の名称及びその試験項目 

  ① ＣＩＷ併用コース 

  名  称  ＣＩＷアソシエイト   

  試験科目  ＣＩＷファンデーション 

  試験項目 

分  野 項  目 

(Ａ) インターネットの概論 １ インターネット・コンセプト 

  ２ インターネット・インフラ 

（Ｂ） インターネットの利用 １ Web コンセプト 



  ２ Web サービスの利用 

  ３ データ・リサーチ 

（Ｃ） インターネットのメディア １ オブジェクト・データ 

（Ｄ） セキュリティの技術 １ セキュリティ・リテラシー 

  ２ セキュリティ・マネジメント 

  ３ セキュリティ・テクノロジー 

  ４ ファイアウォール 

（Ｅ） e ビジネスの設計 １ eコマース 

  ２ マネジメント・ナレッジ 

（Ｆ） ネットワークの基礎 １ ネットワーク・コンセプト 

  ２ ネットワーク・アーキテクチャ

（Ｇ） ネットワークの設計 １ ネットワーク・コンポーネント

  ２ ネットワーク・テクノロジー 

（Ｈ） インターネットワーキング １
インターネット・アーキテクチ

ャ 

  ２ ネットワーク・デザイン 

  ３ ネットワーク・マネジメント 

（Ｉ） 
インターネットサービスの構

成 
１ サービス・コンポーネントⅠ 

  ２ サービス・コンポーネントⅡ 

  ３ サービス・コンポーネントⅢ 

（Ｊ） システムの開発 １ サーバサイド・スクリプト 

  ２ データベース 

（Ｋ） サイト開発の基礎 １ サイトデザイン・コンセプト 

  ２ HTML 

（Ｌ） サイト開発の実践 １ HTML コーディングⅠ 

  ２ HTML コーディングⅡ 

  ３ HTML コーディングⅢ 

  ４ HTML コーディングⅣ 

（Ｍ） サイト開発の応用 １ ツールの使用 

  ２ 拡張言語テクノロジーⅠ 

  ３ 拡張言語テクノロジーⅡ 

 

  当該民間資格試験に使用する言語 日本語 

当該試験事業が開始された日   平成 13 年６月  

 

 

② 情報処理活用能力検定（Ｊ検）併用コース 

名  称  情報処理活用能力検定（基本スキル試験） 

  試験科目  情報処理活用能力検定（基本スキル試験） 

   

試験項目 

分  野 項  目 



(1) 数値表現とデータ表現の種類 

  基数と基数変換 

データの表現単位 

  補助単位とべき乗表現 

(2) 数値とデータの表現方法 

  10 進数表現 

２進数表現 

16 進数表現 

  固定小数点表記 

  浮動小数点表記 

(3) 演算と精度 

  数値表現の精度 

  演算と精度 

  数値表現と誤差 

(4) 文字の表現 

  各種文字コード 

(5) その他のデータ表現 

  データの符号化 

  画像データ 

  音声データ 

(6) 情報と論理 

  集合と論理 

  論理演算 

コンピュータ科学基礎 

(7) 基本データ構造 

  基本データ型 

  基本データ構造 

  その他のデータ構造 

(1) プロセッサアーキテクチャ 

  ＣＰＵの機能 

  命令実行制御 

  命令のアドレス形式 

  演算の仕組み 

  高速化技術 

(2) メモリアーキテクチャ 

  半導体メモリの種類・特徴 

  キャッシュメモリ 

  メモリの高速化 

(3) バスアーキテクチャ 

  バスの種類・特徴 

(4) 補助記憶 

  補助記憶装置の種類・特徴 

  性能計算 

コンピュータシステム 

(5) 入出力アーキテクチャ 

  入出力装置の種類・特徴 



  入出力インターフェース 

  入出力制御方式 

(6) オペレーティングシステム 

  ＯＳの機能と種類・特徴 

  ジョブ管理 

  タスク管理 

  記憶管理 

(7) ファイル管理 

  ファイルの構成・特徴 

  ファイルの記憶容量計算 

  ファイル編成とアクセス手法 

  

 当該民間資格試験に使用する言語 日本語 

当該試験事業が開始された日   平成６年６月  

 

５ 当該規制の特例措置の内容 

本特例措置は、内閣総理大臣の認定を受けた特別区域内において開設される講座の

修了を認められた者が、当該認定講座の修了を認められた日から１年以内に、基本情

報技術者試験を受験する場合には、情報処理技術者試験規則別表に掲げる当該試験に

係る試験の科目のうち第１号に規定する情報処理システムに関する基礎知識及び第２

号に規定する情報処理システムの開発に関する共通的基礎知識を免除するものである。  


